
コーポレートガバナンスに関する基本方針 

 

第１章 総則 

１．目的 

 本基本方針は、クミアイ化学グループの企業経営と企業統治に関する基本的な枠組みお

よび運営方針を定め、当社グループの企業価値の最大化に資することを目的とする。 

 

２．企業理念 

＜クミアイ化学グループ企業基本理念＞ 

私たちは創造する科学を通じて「いのちと自然を守り育てる」ことをメインテーマとし、安

全・安心で豊かな社会の実現に貢献します。 

 

＜行動指針＞ 

１．社会への奉仕 

２．創意工夫 

３．積極にして果敢 

４．理解と信頼 

 

第２章 株主との関係 

１．株主総会 

（１）株主総会が会社の最高意思決定機関であることを認識し、株主総会における株主の実

質的な平等性と適切な行使の機会を確保する。 

（２）当社は、どの株主もその持分に応じて平等に扱い、株主間で情報格差が生じないよう

に適時適切な情報開示を行う。 

（３）株主が株主総会議案の十分な検討期間を確保し、適切に議決権を行使することができ

るように、定時株主総会の招集通知を法定期日より早く発送するとともに、発送前に当

社コーポレートサイトに開示する。 

（４）機関投資家および海外投資家の議決権の電子行使を可能とするため、議決権電子行使

プラットフォームに参加する。加えて、海外投資家の議決権行使の利便性向上のために、

招集通知の英訳を行い、当社コーポレートサイトに開示する。 

（５）株主総会において可決に至ったものの相当数の反対票が投じられた場合は、原因の分

析を行った上で取締役会に報告し、株主との対話が必要であれば、その対応を検討する。 

 

２．資本施策の方針 

（１）当社は、中長期的な企業価値向上に資するために、機動的な成長投資と事業活動に伴

うリスクを許容できる株主資本の水準を維持する。また、環境変化に左右されず安定的

に資金調達ができる堅固な財務基盤の構築を図る。 

（２）株主還元については、各期の連結業績、配当性向、手元資金の状況、内部保留、今後

の投資計画等を総合的に勘案した上で、安定した配当を継続的に行う。 

 



３．政策保有株式に関する方針 

（１）当社は、政策保有株式の段階的な縮減を基本方針とする。個別銘柄毎に保有の合理性

を精査し、保有の適否を毎年取締役会で検証する。 

（２）保有意義については、当社事業におけるシナジー効果および配当金・関連取引収益な

どリターンとリスクを踏まえた中長期的な経済合理性に加えて、投資先との取引関係の

維持・強化や共同事業の推進等、保有目的に沿っているかについても確認する。 

上記検証により、合理性が認められる銘柄については保有を継続し、合理性が認められ

ない銘柄については売却を検討する。 

（３）議決権の行使については、次のスクリーニング基準を設け、該当した銘柄については、

議案内容を精査の上、賛否を決定する。 

(スクリーニング基準） 

① 株価の大幅な下落 

② 業績の著しい悪化 

③ 法令違反や反社会的行為 

④ その他当社もしくは投資先企業の企業価値を著しく毀損する可能性がある場合等 

 

４．買収防衛策に関する方針 

 当社は、買収防衛策を導入していないので、当社の株式が公開買付に付された場合は、公

開買付者に対し当社グル－プの企業価値向上施策について説明を求めるとともに、取締役

会としての考え方を速やかに開示する。 

 

５．関連当事者間の取引に関する方針 

当社と取締役との間の利益相反取引および競業取引については、会社法および取締役会

規程に基づき、取締役会に諮る。 

 

６．株主との対話 

 当社では、株主との建設的な対話を促進するために、IR担当役員を中心とした IR体制を

整備し、大株主・投資家からの取材にも積極的に応じる。具体的には、決算説明会、スモー

ルミーティング、事業所見学会、個別 IR面談、株主通信の発行、第三者機関による企業レ

ポートなどを通じて、株主・投資家への発信に努める。 

 

第３章 ステークホルダーとの協働 

１．ステークホルダーとの協働 

 当社は、株主、お客様、お取引先、債権者、地域社会、従業員をステークホルダーと認識

し、ステークホルダーとの適切な協働に努め、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の

創出を図る。 

 

２．サステナビリティ 

 100年企業を目指すための長期的な視野に立った中期経営計画のもと、事業（商品・サー

ビス）を通じてステークホルダーとの絆をさらに強め、新しい価値を共に作ることで、社会



課題の解決を目指しながら、サステナビリティ基本方針に基づき、「持続的な社会の実現」

に向け、サステナビリティ経営に資する取組みを進める。 

 

３．ダイバーシティの推進 

 当社グループは、人財マネジメントに関する基本方針に基づき、多様な人財を活かす施策

を推進する。 

 

４．内部通報制度 

 当社グループは、内部通報制度として社内相談窓口またはクミアイ化学グループ社外相

談窓口（専門会社に委託）を設置し、「内部通報制度細則」に基づき、適正に運用する。 

 

第４章 情報開示 

１．情報開示の考え方 

当社グループは、情報開示の充実が株主・投資家との建設的な対話の前提となることを認

識し、東京証券取引所の定める適時開示規則を遵守したディスクロージャーを行うととも

に、経営基盤や事業戦略に関する計画その他適時開示規則に該当しない情報についても、株

主や投資家の立場から当社グループの状況を理解するために有効と考えられる情報を、積

極的かつ公平に当社コーポレートサイト等において開示する。 

 

２．内部統制に関わる基本方針の開示 

取締役会は、業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）に関する基本方針、

財務報告に係る内部統制の基本方針を決議し、適時適切に開示する。 

 

第５章 コーポレートガバナンス体制 

１．ガバナンス体制 

（１）当社は、監査役設置会社を採用し、ステークホルダーにとって透明性の高いガバナン

ス体制を維持・向上させるために、1/3以上の独立社外取締役を含む取締役会が、半数以

上の社外監査役を含む監査役会と緊密に連携し、監査役の機能を有効に活用しながら、

経営方針の決定、経営上の重要な決定を行うとともに、業務執行に対する監督機能の強

化を図る。 

（２）当社は、経営機能と業務執行の責任区分を明確にし、業務執行機能の充実と意思決定

の迅速性を高める観点から、執行役員制度を採用している。 

（３）公正なグループ経営を推進するために、「関係会社管理規程」とそれに呼応した各社

の「親会社への協力体制規程」に基づき、互いに連携をとりながら連結経営を進める。

併せて、「クミアイ化学グループ経営トップ戦略会議」を通じて、基本理念の浸透と、経

営戦略や経営方針の共有と経営状況の把握を行い、当社グループ全体の価値最大化を目

指したガバナンスを展開する。 

 

２．取締役・取締役会 

（１）取締役会は、株主の委託を受けた機関として、会社法および取締役会規程に基づき、



会社および株主共同の利益確保の観点も加えた総合的な判断をもって意思決定を行う。 

（２）取締役会の実効性評価を毎年 1回実施し、分析・評価結果を更なる取締役会の機能向

上につなげている。 

（３）取締役会は、企業理念、経営ビジョンや企業文化を理解し、当社取締役としての人格、

見識、能力を有する多様な人材で構成するとともに、透明性の高いガバナンンス体制を

構築し、客観的な経営の監督の実効性を確保するため、独立社外取締役を 1/3以上選任

する。 

 

３．監査役・監査役会 

（１）監査役は、株主の負託を受けた独立の機関として、当社グループの健全で持続的な成

長を確保し、社会的信頼に応える良質な企業統治を確保するため、能動的・積極的にそ

の権限を行使し、取締役会において、あるいは経営陣に対して適切に意見を述べるとと

もに、取締役の職務の執行を監督する責務を負う。 

（２）監査役会は、監査役監査基準に従い、会計監査の適正性および信頼性を確保するため、

会計監査人が公正不偏の態度および独立の立場を保持し、職業的専門家として適切な

監査を実施しているかを監査する。 

（３）監査役は、会計監査人から取締役の職務の執行に関して不正の行為または法令もしく

は定款に違反する重大な事実がある旨の報告等を受けた場合、監査役会において審議

の上、必要な調査を行い、取締役に対して助言または勧告を行うなど、必要な措置を講

じる。 

（４）監査役は、内部監査室と緊密な連携を保ち、組織的かつ効率的な監査を実施するよう

に努める。 

 

４．独立社外役員 

（１）当社の独立社外取締役は、経営および業務執行の監督を行うとともに、独自の専門性

を活かして、経営方針、経営改善の助言など自由闊達な意見や少数株主を含むステーク

ホルダーの立場に立った有益な意見を述べる。 

（２）当社は、社外取締役および社外監査役を独立役員として指定する基準を別紙１のとお

りとする。 

 

５．指名・報酬委員会の設置 

（１）当社は、当社の経営の客観性と透明性を担保するため、取締役の指名ならびに取締役

の報酬等に係る議案については、取締役会が社外取締役を委員長とする指名・報酬委員

会（取締役社長、取締役会の決議により選定される常勤の取締役１名および独立社外取

締役３名全員の計５名で構成）に諮問し、その助言・提言を受けて、取締役会で審議の

上決定する。 

（２）取締役社長の後継者計画（プランニング）については、人格、見識、能力を十分に考

慮し、さらに企業価値向上に向け経営におけるリーダーシップを発揮する人財の育成

に対し、指名・報酬委員会の助言・提言を受けて、取締役会で社長の後継者となるべき

候補者を決定する。 



 

６．会計監査人 

（１）取締役会および監査役会は、会計監査人が当社グループの財務報告の信頼性確保に関

して重要な役割を担うことを認識し、取締役会、監査役会、内部監査室との連携を通じ

て、独立性と専門性をもった十分かつ適正な会計監査人監査が行われるように適切な

対応を行う。 

（２）会計監査人から税務報告に関する不備等の指摘を受けた場合は、財務担当役員が責任

を持って対応に当たる。 

 

７．社外取締役・監査役に対する支援体制 

（１）取締役会での活発かつ建設的な議論を図るべく、経営管理本部に事務局を設置し、以

下の運営をする。 

① 毎年の審議事項を踏まえ、取締役会開催スケジュールおよび予想される審議事項を

前年度末までに確定する。 

② 取締役会資料は、十分な検討ができるタイミングにて事前配布する。 

③ 当日の審議時間は、十分な審議ができる適切な審議時間を設定する。 

④ 事務局は、社外を含む取締役および監査役に必要な情報を随時提供するとともに、

必要に応じて事前説明を行う。 

（２）監査役の監査機能強化を図るために、監査役スタッフが監査役の業務サポートを行う。 

（３）取締役および監査役の職務の執行において、内部監査室やその他の執行機関は、必要

な情報提供を求められた場合に積極的に対応する。 

 

８．取締役および監査役の研鑽に関する方針（トレーニング方針） 

当社は、取締役および監査役の業務を行うに当って必要な基本知識を学ぶための外部ト

レーニングの機会を提供するとともに、取締役および監査役としての役割や責務について

の理解を深めるための支援をし、取締役および監査役の研鑽がなされる体制を構築する。 

 

第６章 制定・改正・廃止 

 本基本方針の制定・改正・廃止は、執行役員会の決議による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙 1 

独立社外役員の独立性基準 

 

当社は、会社法の定める社外取締役および社外監査役（以下「社外役員」と総称する。）ま

たは社外役員候補者が、当社の上場する証券取引所の独立性基準に準拠した下記の１～13

のいずれにも該当しない場合に、独立性があると判断しています。 

 

１．当社およびその連結子会社（以下「当社グループ」と総称する。）の業務執行者（注１） 

 

２．当社の大株主（注２） 

 

３．当社グループの主要な取引先またはその業務執行者（注３） 

 

４．当社グループを主要な取引先とする者またはその業務執行者（注４） 

 

５．当社グループの主要な借入先の業務執行者（注５） 

 

６．当社グループが議決権ベースで 10％以上の株式を保有する企業等の業務執行者 

 

７．当社グループの会計監査人であり監査法人に所属する公認会計士 

 

８．当社グループから多額（注６）の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計士、

税理士、弁護士、司法書士、弁理士等の専門家 

 

９．当社グループから多額（注６）の寄付を受けている者 

 

10．社外役員の相互就任関係（注７）となる他の会社の業務執行者 

 

11．近親者（注８）が上記１～10までのいずれか（重要な地位にある者（注９）に限る）に

該当する者 

 

12．過去３年間において、上記２～11までのいずれかに該当していた者 

 

13．前各項の定めにもかかわらず、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在すると

認められる者 

以上 

 

 

 

 

 

 



 

注１：現に所属している業務執行取締役、執行役、執行役員その他これらに準じる者および

使用人（本基準において「業務執行者」と総称する。）および過去 10年間（ただし、

過去 10年間のいずれかの時において、当社グル－プの非業務執行取締役または監査

役であった者については、それらの役職への就任の前 10年間）において当社グル－

プに所属したことがある業務執行者をいう。 

注２：大株主とは、総議決権の 10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者ま

たはその業務執行者をいう。 

注３：主要な取引先とは、直近事業年度におけるその者の年間連結売上高の２％以上の額の

支払いを当社から受けた者をいう。 

注４：当社グループを主要な取引先とする者とは、直近事業年度における当社の年間連結売

上高の２％以上の額の支払いを当社に行っている者をいう。 

注５：主要な借入先とは、当社グループが借入れを行っている金融機関であって、その借入

金残高が当社事業年度末において当社グループの連結純資産の２％を超える金融機

関をいう。 

注６：多額とは、過去３事業年度の平均で、個人の場合は年間 1,000万円以上、法人、組合

等の団体の場合は、当該団体の連結売上高もしくは総収入の２％を超えることをい

う。 

注７：当社グループの業務執行者が他の会社の社外役員であり、かつ、当該他の会社の業務

執行者が当社の社外役員である関係をいう。 

注８：近親者とは、配偶者および二親等内の親族をいう。 

注９：重要な地位にある者とは、取締役、執行役、執行役員および部長格以上の上級管理職

にある使用人をいう。 

 


